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はじめに 

 

 

 平成２５年１月に発足した教育再生実行会議において、学制の在り方に関する討議をは

じめ、幼児期から義務教育に組み込むことや、現在の６－３－３制の区切り等について議

論がされています。これらの議論の根底には、子どもの発達や成長過程が変わってきてい

ることや、世界に通用するグローバル人材の育成が求められていること等、現代の教育課

題への対応があると考えます。全国各地で小中連携校や中高一貫校が誕生していることも、

そのあらわれと考えられます。 

 このような教育の転換期において、本市は、平成２２年１１月、本市が取り組むべき教

育の方向性やめざす子ども像を示す「浦安市教育ビジョン」を策定し、活力と実効性のあ

る教育を計画的に推進しています。本冊子が示す「小中連携・一貫教育の展開」は、この

「浦安市教育ビジョン」を具現化していくための中核となる取組です。 

本市においては、もともと市の開発に伴い地域ごとに小学校と中学校が計画的に配置さ

れ、地域内の小中学校の連携が図られていました。しかし、それらは学校行事の交流等の

一部分に限られており、当初は各学校の特色ある取組に重点が置かれていました。 

平成１８年４月、明海地域に市内で初めて合築校舎が開校したことを契機に、小中学校

間のスムーズな接続と連携を進める教育を重要視するようになりました。 

その取組は、例えば、兼務教員による授業実践の試行や、中１ギャップの解消のために

児童生徒に関する情報交換を深め生徒指導や教科指導につなげる取組をしてきた中学校区

もあります。 

また、小中学校の連携を進めていく中で、同じ地域内での小学校同士の連携や幼稚園や

保育園との連携の必要性から、小小連携や幼保小連携へと連携の範囲が拡大した取組へと

発展してきました。 

平成２５年度には、小中連携・一貫教育のカリキュラム指針を見直し、本市独自の防災

教育を加えたほか、校長会が主体となって各中学校区で取り組む重点目標を設定しました。 

平成２６年度からは、本市独自の「小学校外国語活動プログラム」を活用して、小学校

１年生〜４年生も外国語活動を教育課程特例校として、全小学校で取り組みます。また、

毎年８月に「うらやす幼・保・小・中連携の日」を設定し、本市の小中連携・一貫教育を

一層推進していきます。 

 

 

 

 

 平成２６年４月                     

浦安市教育委員会 
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１．浦安市における小中連携・一貫教育 とは 

小中連携や小中一貫教育については、現在、全国で様々な取組が見られますが、浦安

市では、幼稚園・保育園・小・中学校の教職員が情報交換等を通じて「連携」しながら、 

就学前から義務教育９年間において系統的な「一貫」した教育を展開することから、 

『小中連携・一貫教育』とし、次のように定義づけます。 

浦安市における小中連携・一貫教育とは、『小学校６年間、中学校３年間という現行 

の制度を維持しつつ、幼稚園・保育園・小・中学校の連携・協力のもとで家庭や地域と 

連携しながら、就学前から義務教育９年間を見通した教育活動を展開するもの』です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜図 1 浦安市における小中連携・一貫教育＞ 

Ⅰ．浦安市が目指す小中連携・一貫教育 

重点目標 

カリキュラム 

 

 

連携 連携 

一貫 

中学校 

小学校 小学校 

幼稚園 

保育園 

家 

庭 

地 

域 

幼稚園・保育園・小・中学校の 

教職員の連携 

○意見交換・情報交換 

○相互の授業参観 

園児・児童・生徒の交流 

○学校行事での交流 

○部活動での交流   など 

連携 

教科等の指導・生徒指導 

○９年間の系統性を明確にし、学びの 

連続性を重視した学習指導 

○系統的・継続的な生徒指導 

中学校区の実態に応じた重点設定 

例：・外国語活動を中心としたコミュニ 

ケーション能力の育成  

    ・理科教育の充実 

    ・小中学校が家庭とともに取り組む 

     家庭学習の習慣化   など  

一貫 

確かな学力  （知）    自ら学び、身に付けた知識や技能を活用する子ども 

豊かな心   （徳）    自分や他人のよさを認め、互いに尊重し合う子ども 

健やかな体  （体）    いのちを大切にし、健康でたくましい子ども 

豊かなかかわり（参画・交流）適切に表現する力を身に付け、人や社会に積極的にかかわる子ども 

郷土愛    （誇り）   我が国やふるさと浦安に誇りを持ち、異文化を大切にする子ども 

浦安市教育ビジョンの「５つのめざす子ども像」 
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２．浦安市小中連携・一貫教育の目的 

浦安市においては、小・中学校の教職員が幼稚園・保育園の教職員も含めて連携・協

力し、より質の高い義務教育を展開することで、浦安市教育ビジョンに掲げた「５つの

めざす子ども像」の実現を目指すことを目的としています。小中連携・一貫教育を通し

て「５つのめざす子ども像」の実現をめざすことにより、浦安っ子の学力向上はもとよ

り、自尊感情の高まり、不登校やいじめ等の解消など豊かな未来を生き抜く力を醸成し

ていきます。（図１） 

３．浦安市小中連携・一貫教育の基本方針 

 
（１） 就学前から９年間を見通した学習指導 

学習指導要領に基づき、就学前から義務教育９年間を見通した学習指導を進めると

ともに浦安らしさを生かした豊かな学びを実現させ、学力の向上と健やかな心身の育

成を図ります。 
 
（２） 系統的・継続的な生徒指導 

就学前から義務教育９年間の一貫した系統的・継続的な生徒指導により、児童・生

徒の個性の伸長と社会的な資質や能力・態度をはぐくみます。 
 
（３） 交流活動の充実 

園児や児童・生徒間及び地域の方々との交流により、園児・児童・生徒の豊かな人

間性や社会性をはぐくみます。 
 
（４） 学校、家庭・地域が一体となった取組 

中学校区を基盤とした「地域ぐるみで子どもを育てる」体制づくりを構築し、学校、

家庭・地域が一体となって取り組めるよう学校や地域の特色を生かした小中連携・一

貫教育を行います。 

 

４．期待される効果 

浦安市では、平成２６年度より各中学校区の実態や、これまでの取組を踏まえた小中

連携・一貫教育の重点目標を設定し、その実現に向けて幼稚園・保育園・小・中学校で

取り組んでいきます。たとえば、「算数・数学科の研究の推進」など教科等の学習指導

を重点としている中学校区では、小・中学校を通して系統的な学習指導を行うことによ

り、確かな学力の定着を図ります。また、「中学校区を中心とした地域連携の充実」を

重点目標としている中学校区では、就学前から継続して地域の環境整備など地域の方々

との交流活動を行うことで、地域に対する誇りや愛情をはぐくむとともに、様々な人と

豊かにかかわる社会性を醸成していきます。 

   このように、就学前から義務教育９年間を通して系統的・継続的な教育活動を展開す

ることで､子どもや地域の実態に即した「育てたい力」をじっくりと確かに醸成するこ

とができると考えています。 
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浦安市では、小中連携・一貫教育を推進していくため、ねらいや方向性を明確にすると 

ともに、子どもたち一人一人の学びをつなぐ「浦安市小中連携・一貫教育カリキュラムの 

指針」を作成しました。カリキュラムの指針は、就学前から義務教育９年間を見通して、 

学びの連続性を重視した学習指導や系統的・継続的な生徒指導を実践するためのカリキュ

ラムです。 

また、それぞれの中学校区の実態に応じた重点目標を設定し、目標の達成に向けた取組 

を進めるとともに、いくつかの具体的な手立てを講じてさまざまな側面から小中連携・一 

貫教育を推進していくことにしました。 

さらに、幼稚園・保育園・小・中学校の教職員がそれぞれの発達段階に応じた子どもへ

のかかわり方や生徒指導について情報交換したり、個々の子どもに必要な配慮についての 

情報を共有したりしていくことで、育ちをつないでいくことにしました。 

「学び」と「育ち」を両輪とし、小中連携・一貫教育を推進していくことが本市の特色 

です。 

 

 

 

 

１．学びをつなぐ「カリキュラムの指針」  

浦安市では、児童・生徒の学びをつなぐ「浦安市小中連携・一貫教育カリキュラムの 

指針」（以下「カリキュラム指針」といいます。）を作成しました。 

本カリキュラム指針は次のコンセプトに基づき各教科、外国語教育[小学校外国語活 

動・中学校外国語（英語科）]、防災教育等について作成しました。 

 

 

浦安市小中連携・一貫教育カリキュラムの指針 ４つのコンセプト 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ．浦安市の進める小中連携・一貫教育 

学びをつなぐ 

２．就学前から義務教育９年間の学習内容の系統性をわかりやすく示しました。 

 ・子どもの学習のつまずきの原因がどの学習にあるのかを把握することができ、学

年をさかのぼって学習させるなどの支援ができます。 

 ・今の学習は過去のどのような学びに基づいているのか、また、今後どのような学

習の基盤になるのかが明確になり、系統的な授業づくりができます。 

 

 

１．発達段階、学びの段階ごとの「育てたい力」「指導のポイント」を明記しました。 

・到達目標（育てたい力）を明確にすることで、段階ごとの基礎基本の習得を図る

ことができます。 

 



5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

カリキュラム指針では、発達段階、学びの段階における「育てたい力」を明記し、 

到達目標をわかりやすく示しています。 

「指導のポイント」を参考にそれぞれの学年で基礎的・基本的な知識及び技能を確実 

に習得させ、これらを活用して課題を解決するために必要な思考力、判断力、表現力な 

どの能力をはぐくむよう指導していくことが大切です。 

また、「領域等別単元・題材の系統」を意識した授業の展開が図れるように、系統性 

をわかりやすく図示しました。 

系統図の活用により学習の系統性が明らかになり、現在学習している内容が既習のど 

の学習と関係し、今後どのような学習につながるのかを明確に意識しながら指導するこ 

とができます。 

さらに、今の学習につまずいている場合、どこまでさかのぼって復習すればよいかな 

ど支援の手がかりとなります。 

 

２．小学校外国語活動への取組 

２１世紀に生きる子ども達は、グローバル社会を国際人として生きていくことが求め 

られ、コミュニケーション能力とともに、外国語習得の必要性が今後ますます増大して 

いきます。 

本市は、まちの発展に伴いＴＤＬはじめ世界中の人が訪れる都市に発展し、また在住 

３．「浦安らしさ」を盛り込みました。 

 ・浦安独自の題材や市内にある教育施設を系統的に活用することで、義務教育９

年間を見通した郷土愛の醸成を図ります。 

 ・９年間を見通した外国語活動・外国語科や防災教育などのカリキュラムを作成

することで、各中学校区独自の取組に加え、全中学校区で共通した取組により、

浦安らしさを生かした小中連携・一貫教育を推進することができます。 

 

＊浦安市小中連携・一貫教育カリキュラムの指針の「浦安らしさ」とは、市の教

育施設を活用した学習や９年間を見通した外国語活動、防災教育など浦安市に

係る学習内容を指し、本市の子ども達に「ふるさと浦安」を意識してほしいと

いう願いを表しています。また、先の東日本大震災で液状化被害を受けた現状

を内容とした防災カリキュラムや１〜4 年生までの独自の学習教材を策定した

外国語活動は「浦安らしさ」と言えます。 

 

 

 ４．各中学校区の特色を加えて活用できるようにしました。 

  ・各中学校区の実情やニーズに即した「小中連携・一貫教育」の重点と照らし合わ

せ、それぞれの特色を加えながら活用することができます。 
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の外国人は 3,000 人を超え、その国籍数も 74 か国を超え（平成 25 年 2 月末現在）、国 

際色豊かな都市へと変貌しました。そのため、国籍や文化の違いを認め合い、多文化共 

生のまちづくりを推進してきました。 

学校教育の中でも教育ビジョンのめざす子ども像のひとつ「郷土愛（誇り）」にかか 

わる取組として、国際社会の一員として必要な異文化を理解し受容する態度・能力を

高める教育の充実を進め、国際理解教育や外国語教育を推進してきました。そのよう

な国際理解教育を推進する中で、「英語を理解したり、話したりする能力を身につける」

ことが「とても重要である」「まあ重要である」と 97.3％の保護者が感じています。 

（平成 23 年度浦安市生活実態調査より） 

浦安市では小中連携・一貫教育における中心的な取組の一つとして外国語教育推進に

取り組み、小学校１～４年生においても体験的な活動を主体とした外国語活動を実施し

ます。 

さらに、各中学校区内における指導上の課題や中学校外国語（英語）科への円滑な接

続を図り、小学校外国語活動と中学校外国語（英語）科の学習を系統性のある９年間を 

見通した外国語教育として推進します。 

 

（１） 全小学校において教育課程特例校の指定  

これからの時代を担う子どもたちにとって、様々な人とかかわろうとする態度や意 

欲を小学校段階からはぐくみ、誰にでも臆することなく自己表現する力を育成してい 

くことが重要です。また、外国語に慣れ親しみ、遊びの中で外国語によるコミュニケ 

ーション自体を楽しめる小学校初期の段階から外国語活動を開始することが外国語の 

習得に有効であるともいわれています。そのため、これまでも各小学校の状況に応じ 

て、小学校低学年から外国語にかかわる学習が実践されてきました。 

このような国際理解教育や外国語教育をさらに推進するため、浦安市では平成２６ 

年度から小学校１年生から４年生においても、外国語活動を実施します。 

市立全小学校では、平成２６年度より教育課程特例校として、小学校１年生から４ 

年生まで年間１４時間の外国語活動を教育課程に位置づけて編成します。この特別な 

教育課程においては、小学校１～２年生では、「生活科」における「地域とのかかわ 

り」や「人とのかかわり」、小学校３～４年生では「総合的な学習の時間」の国際理 

解教育との関連もあることから、それぞれを１４時間組み替えて、小学校「外国語活 

動」として新たに充当することとしました。 

 

（２） 小学校外国語活動プログラムの策定 

小学校１年生から４年生の外国語活動の実施に伴い、平成２３年度より小学校５・ 

６年生に導入された外国語活動の目標「コミュニケーション能力の素地の育成」をよ 

り確実なものとし、指導内容の統一を図るため、小学校１～４年生における体験的な 

活動を主体とした本市独自の「小学校外国語活動プログラム」を作成しました。 

このプログラムは、１～２年生用カリキュラムと３～４年生用カリキュラムの２ 

部構成となっており、それぞれの２７コマ（２分の一単位時間）の学習内容や使用 

する教材などをわかりやすく示しました。「コミュニケーションの楽しさを重視」「音 
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声を中心とした指導」「系統性に配慮」した内容となっており、このプログラムを基 

本に、オリエンテーションの１コマを加え年間２８コマ（１４時間）を担任が中心 

となり、ＡＬＴとも連携しながら指導します。 

そのため、教育委員会では小学校の全教員を対象に、外国語活動の指導について 

の研修を計画的に進めていきます。また、指導に必要な教材教具の充実に努めます。 

 

（３） 中学校外国語科との連携 

小学校６年間を通じて、外国語活動が実施されることで、小学校外国語活動と中 

学校外国語科の連携した教育活動はますます重要となります。 

これまで本市では、中学校外国語科教員を中学校と小学校で指導ができるよう教 

員の兼務発令を行い、小学校外国語活動と中学校外国語科の連携した指導を先行的 

に行ってきました。   

平成２５度には、「小中連携・一貫教育カリキュラム指針」において小学校外国語 

活動と中学校外国語科の９年間の「育てたい力」「指導のポイント」「単元等の系統」 

を明らかにしました。この指針に基づき、各中学校区の小中連携にかかわる取組の 

中では、外国語活動と外国語科の学習内容の理解や学習ルールの統一などの取組が 

行われています。 

また、教育委員会では外国語活動小・中連携推進会議を年２回実施し、小学校外 

国語活動担当者と中学校外国語科担当教員が互いに授業を参観し、指導内容や指導

方法などについて研修を進めています。 

今後もこれらの取組を推進し、義務教育９年間を見通した外国語活動・外国語科 

の教育を進めていきます。 

 

３． 教職員による相互の保育・授業参観 

小学生の中には、中学校の学習に不安を感じている児童が尐なくありません。 

（Ｐ．１５グラフ４）また、中学生の中には小学校との授業形態の違いに戸惑いや不 

安を感じている生徒もいます。このような状況がいわゆる「中１ギャップ」の背景にあ 

るといわれています。 

また、保育園や幼稚園での幼児は楽しいことや好きなことに集中することを通じて、 

様々なことを学んでいます。しかし、幼児にとって学ぶという意識はなく、幼児期にお 

ける遊びそのものが学びに当たります。一方、小学校では、学ぶということについての 

意識があり、集中する時間とそうでない時間（休憩の時間等）の区別がつき、与えられ 

た課題を自分の課題として受け止め、計画的に学習を進めます。このような学びの違い 

への戸惑いがいわゆる「小 1プロブレム」の要因となっているといわれています。 

こうした課題の解決のためには、幼稚園・保育園や小・中学校の教職員が情報交換や、 

相互の保育・授業参観を通して相互理解を深め、日頃の保育・授業や園児・児童・生徒 

へのかかわりに生かしていくことが必要です。中でも幼稚園・保育園、小・中学校の教 

職員による相互の保育や授業を参観することはたいへん重要です。 
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小学校の教職員は、中学校の授業を参観することで小学校の段階で育てておかなけれ 

ばならない力が見えてきます。また、保育を参観することで園児が遊びを通して学ぶた 

めに教職員はどのような意図で環境を整えているのか、また教職員が園児にどのように 

かかわっているのかが見え、入学時の子どもへのかかわりのヒントとすることができま 

す。 

中学校の教職員は、小学校の授業を参観することで生徒がこれまでのどのような学習 

を経験してきたのかを理解できるなど、それぞれの授業形態の違いに気づき、小学校６ 

年生から中学校１年生の接続の時期における指導のヒントにすることができます。 

相互の保育・授業参観では、その後の意見交換や情報交換を行うことが重要です。参 

観して疑問に思ったことや率直な感想を出し合うことで、より深い相互理解につなげま 

す。そのためにも保育・授業の参観にあたっては、事前に「参観の視点」を明確にして 

おき、それに基づいて事後の意見交換を行います。 

そのほかにも、小学校の教師が保育園や幼稚園に出向いて読み聞かせをしたり、低学 

年の活動に招待したりするなどの活動を通して園児の小学校への期待が高まり、学習へ 

の意欲の喚起につながります。また、中学校の教員による小学校での出前授業は中学校 

教員の専門性を生かした授業展開が行われ、児童の学習への興味・関心を高めるととも 

に中学校の学習に対する意欲を喚起することができます。さらには、小・中学校の教員 

によるティームティーチングもそれぞれの良さを生かした魅力ある授業が展開できる 

など子どもの学習活動の充実につながります。 

 

４． 小学校高学年での一部教科担任制の実施 

小学校高学年での一部教科担任制については、一般的に次のような効果があります。 

   

 

 

 

 

 

 

一部教科担任制については実施するねらいを明確にし、全教職員が共通理解した上で 

行うことが大切です。 

また、学校の実態に応じて、たとえばまずは１つの単元だけ教科担任制を導入したり、 

学年間で指導する教科を交換したりするなど段階的に導入していくことも考えられま 

す。 

 

 

１．教員の専門性をいかした教科指導により、より魅力のある授業が展開され児童

の学習意欲を高めるとともに、学力の向上が図れます。 

２．中学校の学習形態への急激な変化を緩和し、小学校から中学校への滑らかな接

続を図ることができます。 

３．一つの学級を複数の教員が指導するため、教員間の緊密な情報交換や連携を図

ることで、多面的な児童理解、児童一人一人の個性の伸長が図れます。 
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５．防災教育 

健康かつ安全で幸福な生活を送るための資質や能力を育て、心身の調和的な発達を促 

  すことは、学校教育においても重要な目標のひとつです。 

東日本大震災は、東北３県に甚大な被害をもたらし多くの尊い命が奪われました。 

本市においても、学校施設が液状化に伴う地盤沈下等の被害を受けました。これらの 

経験や教訓を踏まえ、子どもたちの命を守り安全を確保するため、あらためて学校に 

おける防災教育の重要性が認識されているところです。 

   本市では子どもたちの危険予測・回避能力など防災対応能力の基礎を培い、自助、共 

助の態度をはぐくむなど防災意識を高めるために発達段階に応じた防災教育カリキュ 

ラム及び防災教育指導資料を作成しました。そして、各教科、道徳、特別活動、総合的 

な学習の時間等の授業と関連付けながら９年間を見通した系統的な防災教育を実施し 

ます。 

これに加えて、緊急時に役立つ避難訓練や地域・家庭と連携した防災訓練等を積極的 

に推進し、学校・地域・家庭による防災教育に取り組んでいきます。 

 

（１） 防災カリキュラム 

防災教育は、各教科等と関連付けて指導していくことの必要性から、カリキュラム 

は小学校低学年・中学年・高学年、中学校の４つの発達段階に区分し、それぞれの段 

階における「育てたい力」を示しています。 

また、指導の過程（学習の流れ）を「知る」・「試す」・「深める」学習の３段階とし、 

学習内容を系統的に位置づけています。 

 

「知る」学習：災害の危険性を理解し、防災・減災に関わる基本的な行動様式 

を学ぶ 

「試す」学習：避難訓練や地域・家庭と連携した防災訓練等を通し、緊急時に 

おける、的確な思考・判断に基づく適切な意思決定や行動選択 

を行う 

「深める」学習：今後起こり得る災害を想定し、防災・減災についての備えなど

について考える 

 

（２） 防災教育指導資料 

平成２５年１０月、本市独自の「防災教育指導資料」を作成しました。防災教育カ 

リキュラムを踏まえ、各教科、道徳、特別活動、総合的な学習の時間等を活用し、防 

災教育を計画的に実施できるよう、指導の展開例を示しています。また、浦安市の災 

害の歴史や東日本大震災による浦安市の被害状況、復旧・復興への道のりなど、児童・ 

生徒にとって身近な題材を取り上げています。 
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１．中学校区ごとの重点目標の設定  

平成２５年度は校長会が主体となって、浦安市教育ビジョンに掲げた「５つのめざす 

子ども像」と関連付けながら、中学校区ごとの重点目標の設定や具体的な取組について 

の検討を行いました。２６年度以降は、ここで検討されたことに基づき、中学校区ごと 

に重点目標を設定し、就学前から義務教育９年間を通して育てたい力を明確にします。 

それぞれの中学校区の重点目標の設定にあたっては、各学校の学校評価を持ち寄り、 

児童・生徒の実態や課題に関する意見交換を行った上で、育てたい力を設定します。そ 

して、全教職員で具体的にどのようなことに取り組むことが効果的なのかを検討します。 

たとえば、「豊かな心の育成」を重点目標にした、小中学校共通の挨拶運動の実施や、 

「基礎学力の定着」を重点目標にした、継続した朝読書や家庭学習の習慣化など、小・ 

中学校での系統的、計画的な取組が考えられます。 

市内では小中連携・一貫教育の推進にあたり、校長、園長、教頭、教務主任、園主任、 

生徒指導主任で構成される『幹事会』を組織し、その下にめざす子ども像と関連づけた 

５つの委員会を設け、さらに各教科等の部会に分けるなど組織化して取り組んでいる例 

もあります。 

取り組んだ内容については小・中学校の教職員で振り返り、明らかになった成果や課 

題を次の取組にフィードバックしていくことが大切です。 

 

平成２６年度 各中学校区の重点目標 

浦安中学校区 

○体育科教育の研究推進と

健康教育の充実 

○基本的な生活習慣と家庭

学習の習慣の確立 

堀江中学校区 

○幼保小中連携・一貫教育

推進のための組織の確立 

○系統的・継続的な生徒指

導 

見明川中学校区 

○算数・数学科の研究の推

進 

○中学校区を単位とした地

域連携の充実 

入船中学校区 

○理科教育の研究と環境教

育の充実 

○接続の時期を重視した教

育活動の充実 

富岡中学校区 

○３校共通の生活習慣の確

立 

○中学校区を単位とした地

域連携活動の充実 

美浜中学校区 

○「小中連携教育ステップ表」

に基づく教職員の連携の充実 

○中学校区を中心とした地

域連携の充実 

日の出中学校区 

○幼保小中相互の交流活動

の充実 

○接続期を重視した豊かな

心の育成 

明海中学校区 

○外国語教育を中心としたコ

ミュニケーション能力の育成 

○３校共通の学習規律の確

立 

高洲中学校区 

平成２６年度から新しく設けられま

す。分離前の入船中学校区での取組

や高洲小学校・高洲北小学校で取り

組んできた小小連携教育を基盤とし

た重点を設定します。 

育ちをつなぐ 
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２．小中連携・一貫教育推進の手立て 

本市がめざす小中連携・一貫教育は、現在各中学校区で行われている手立てをさら

に有効に活用しながら実践していくものです。 

重点目標に基づく取組に加え、いくつかの手立てを講じ、さまざまな側面から小中

連携・一貫教育を展開することで、継続して児童・生徒の「知」・「徳」・「体」・「豊か

なかかわり（参画・交流）」・「郷土愛（誇り）」をバランスよくはぐくむことができま

す。 

それぞれの手立てを講じるにあたっては、中学校区の児童・生徒や地域の実態と照

らし合わせながら、段階的に取り組んでいきます。また、その成果や課題を検証し、

有効な手立てであったかについて検討し、場合によってはより有効な手立てとなるよ

うに工夫を加えるなど実践後の振り返りを行う必要があります。 

さらに、市内の他の中学校区においてどのような取組が行われているのか等の情報

を収集することも有効な手立てを検討する上で大切です。本市では、２６年度も次の

手立てを実践していきます。 

 

（１） 園児・児童・生徒の交流 －交流活動・合同活動の充実－ 

尐子化の進行に伴い、本市においても兄弟姉妹を持たない児童・生徒が増加の傾向 

にあります。 

幼稚園・保育園、小学校と中学校の合同行事や異学年交流、部活動交流など小学生 

と中学生の交流を計画的・継続的に実施することで年上への尊敬の念、年下への思い 

やりの心をはぐくみます。さらには、園児や児童・生徒の自尊感情を高めるとともに 

豊かな人間関係づくりにもつながります。 

 

（２） 小学校間の連携の充実（小小の連携） 

中学校区における小学校同士の連携（小小の連携）も重要です。 

本市の子どもたちは、複数の小学校から一つの中学校へ進学します。そのため小学 

校で身に付けてきた学力や生活習慣などが異なっているようでは、中学校で同じスタ 

ートラインからの指導が難しくなり、小学校から中学校への滑らかな接続に時間を要 

します。特に接続の時期においては、小学校間の連携も密に行い中学校進学までに身 

に付けておく力や生活規律などについて共有することが大切です。 

子どもたちにとっても、中学校に進学した際に、今までと同じ生活規律であること 

で、安心して学校生活を送ることができ、継続して取り組むことで、学力や生活習慣 

などの定着を図ることができます。 

 

（３） 中学校区を単位とした地域との連携 

社会がますます複雑多様化する中、教育に求められる課題は増加しています。 

このような中、教育は学校だけが担うのではなく学校と家庭・地域が一体となって 

子どもをはぐくんでいくことが重要です。 
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本市では健全育成連絡会や青尐年補導員・相談員など、地域の方々と学校が連携・ 

協力した取組が長年にわたって展開されています。また各小・中学校においても地域 

の方々からのご支援をいただいた教育活動が積極的に行われています。教育委員会で 

は、こうした地域の方々と学校をつなぐ学校支援コーディネーターの全校配置を進め 

るとともに学校支援コーディネーター間の情報交換を定期的に行い、中学校区ごとの 

地域による学校支援の仕組みづくりを進めています。 

小中連携・一貫教育の推進にあたっても、学校と家庭・地域が連携しながら取り組 

むこととなります。各中学校区では、学びの連続性を重視した学習指導や継続的な生 

徒指導を実践する上で、家庭や地域とともに進めていくことが大切です。 

さらに各中学校区では、学校支援コーディネーターを中心に中学校区を単位とした 

地域との連携活動を積極的に取り入れていくことにより、義務教育９年間をとおして 

地域ぐるみで子どもをはぐくむ体制づくりを進めていきます。  

 

（４） 連携の日の設定 

毎年８月に「うらやす幼・保・小・中連携の日」を設け、幼稚園・保育園・小・中 

学校の教職員が一堂に会して、学習指導や生徒指導等について共通のテーマで話し合 

うなど、情報交換や意見交換・研修会等を行います。この日は、教職員の情報交換の 

ほかにもモラールアップにつながる取組などさまざまな取組が考えられますが、各中 

学校区で創意工夫を生かして進めていきます。 

 

３．一人一人の教育的ニーズに応じた支援 

本市では、一人一人の子どもの実態やニーズに応じた小中連携・一貫教育を推進して

いくために、生徒指導や特別支援教育についても系統性を重視した教育の展開を推進し 

ています。 

 

（１） 社会の中で自分らしく生きることができる人の育成をめざして 

生徒指導とは、児童・生徒が社会の中で自分らしく生きることができる大人へと育 

つようにその成長・発達を促したり支えたりする意図でなされる働きかけの総称のこ 

とです。（国立教育政策研究所 生徒指導リーフ「生徒指導とは」） 

たとえば、次のような様々な学校場面で行われている働きかけの多くが生徒指導の 

働きかけと言えます。 

  

   

 

 

生徒指導は、子どもの発達の特徴を考慮しながらそれぞれの段階で最も効果的な働 

きかけをすることが大切です。子どもが中学校に進学した途端、「校則」の存在に戸惑 

ったり、小学校と中学校で生活のきまりに大きな違いがあったりすることのないよう、 

・始業とともに着席したり、学習中に教師や友達の意見に耳を傾けたりするなどの指導 

・自己の言動や生活態度をより好ましいものに高めるように問いかけ、見つめ直させる。 

・いじめや暴力行為が起きた時の対応や、学校を休みがちな児童・生徒への対応 
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小・中学校の教職員がそれぞれの生徒指導について情報交換をし、教師の子どもへの 

働きかけも児童・生徒の一人一人の心身の発達段階に応じて緩やかにすすめていく必 

要があります。また、個々の子どもに必要な配慮等について教職員が情報を共有する 

ことは個別の子ども理解にもつながり、生徒指導を行う上でたいへん有効です。 

さらには、中学校区において児童・生徒をどのようにはぐくんでいくのか、どのよ 

うな働きかけであれば望ましい大人へと成長・発達していくことができるかというこ 

とを明確にし、それぞれの段階での働きかけを計画的に行っていくことが大切です。 

カリキュラム指針『生徒指導』では、「個性の伸長」「集団生活」「基本的な生活習慣」  

「規範意識」においてそれぞれの発達段階で育てたい力を明記しました。「基本的な生 

活習慣」については教育ビジョンのめざす５つの子ども像と関連付けて、発達段階ご 

との目標を系統的に示しました。 

 

（２） 一人一人の教育的ニーズに応じた支援をつなぐために 

特別な支援を要する幼児、児童・生徒については、幼・保・小・中学校の教職員が 

早い段階で的確な情報交換をすることにより、より適切な対応につなげていくことが 

期待できます。 

そこで、個別の教育支援計画や個別の指導計画等を保護者の同意のもと作成し、幼 

稚園・保育園と小学校間、小学校と中学校間での引継ぎを確実に行い、個々の教育的 

ニーズや指導経過の密な情報交換の機会を計画的・継続的に設ける体制を整えます。 

また、必要に応じて、幼・保・小・中学校間での相互参観を行うとともに、特別支 

援学級の合同授業や、特別支援学級担当者による相互参観、特別支援学級の児童・保 

護者による中学校の授業参観、小・中学校合同の特別支援教育に関する会議の開催等 

を行いながら、適切な指導、支援を円滑に行うことを目指します。 
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１．児童・生徒の実態 

浦安市の児童・生徒は、学力状況調 

査の結果においてすべての教科で全国 

  平均を上回っています。 

  しかし「勉強が好き」と回答した児 

童・生徒の割合は学年が上がるとともに 

減尐しており、特に小学校と中学校の 

接続の時期にその傾向が顕著になって 

います。（グラフ１） 

   また、『学校で学習したことが社会に 

  出たときに役立つ』と考えている児童・ 

生徒の割合は、国語、算数・数学とも 

に小学校では、千葉県や全国を上回っ 

ていますが、中学校になるといずれも 

下回る結果となっています。（グラフ２） 

   これらのことから、浦安市において 

は、基礎的・基本的な知識や技能がお 

おむね身に付いている児童・生徒が多 

いものの、学ぶ意欲や学習したことを将来 

に役立てようという意識は、特に中学校に 

進学した後に低くなっていることがわかり 

ます。 

そこで浦安市では、小・中学校の教職員による学びの連続性を重視した学習指導を 

より一層充実させ、義務教育を通じて一人一人の子どもたちが学ぶ楽しさや学ぶ意義 

を実感できる授業の展開を図っていきます。 

また、小１の段階で「勉強が好き」と回答し 

た児童が 54.4％であることにも着目し、幼稚園 

・保育園時にはぐくまれた、どんなことにも自 

信を持って意欲的に取り組もうとする姿勢や遊 

びを通して得た学びを小学校の学びにつなげる 

幼・保・小連携をより一層充実させます。 

次に「人とのかかわり」という視点から 

児童・生徒の実態を見ると、友達関係では 

「学校で友達と会うのが楽しみ」という設問 

に「とてもそう」・「まあそう」と回答した児童・生徒は、すべての学年で８割を上回っ 

ています。（グラフ３） 

   学校で友達と会うのが楽しみ 

 グラフ３      浦安市生活実態調査
（2012） 

 グラフ１      浦安市生活実態調査（2012） 

％ 

 勉強が好き 

％ 

「学校で学習したことが役立つ・どちらかといえば
役立つ」と回答した児童・生徒の割合 

 グラフ２ 全国学力・学習状況調査質問紙（2013） 
％ 

Ⅲ．浦安市の実態 
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また、「地域の人に挨拶している」という設問に「とてもそう」・「まあそう」と回答

した児童・生徒は、どの学年もおおむね８割以上となっており、浦安の子どもたちは友

達や地域の人と豊かにかかわり、良好な

関係を築くことができていることがわか

ります。 

一方で、不登校の人数は中学校になる 

と増加する傾向にあります。また小学校 

６年生の実態調査では、「中学校の勉強」 

に不安を感じている児童が６割以上、「中 

学校のきまり」に不安を感じている児童 

が３割以上いました。（グラフ４） 

小学校１年生の実態調査では、小学校 

の入学前に「ともだち」や「べんきょう」に不安を感じていたと回答した児童が半数以

上いました。 

以上のような実態から、幼稚園・保育園と小学校、小学校と中学校の教職員が教師の

かかわり方や学校のきまりに加え、一人一人の子どもの指導などについて情報交換等を

より一層充実させ、就学前から義務教育９年間を見通した、一貫した学習指導・生徒指

導を展開していくことが求められています。 

 

２．教職員の意識 

現在、市内の各中学校区では小中連携教  

育の推進に向けて、学力向上や生徒指導な 

どそれぞれの課題に即した取組や、小・中 

学校の情報交換の実施など児童・生徒の実 

態や地域の特性を生かした様々な実践が 

行われています。 

浦安市の教職員の意識調査（2013 年） 

では、小・中学校ともに授業や学習指導に 

おいて「学びの系統性や連続性を意識する」と回答した教職員が９割を上回っていたこ 

とは前述した通りです。 

また、ある中学校区の教職員へのアンケートでは、相互の授業参観の回数が平成２３ 

年度と比較して平成２４年度は増加しているとともに、「異校種の先生とどのくらい話

をしましたか」という設問に対して「よくした」「した」と回答した教職員が大きく増

加するなど、中学校区の取組が教職員の連携の充実につながった例もあります。（グラ

フ５）一方で、浦安市の教職員の意識調査（2013 年）では、『授業や学習指導において

心がけていること』で「宿題を定期的に出す」と回答した教職員の割合は、小学校で

66％に対し、中学校では 20％となっています。また、「教科書などの課題に加え、教員

が独自に工夫した教材や実技の課題を扱う」と回答した教職員は小学校で 19.4％に対

 中学校生活の期待と不安（小学校６年生） 

％ 

グラフ４ 浦安市生活実態調査（2012） 

％ 

グラフ５  教職員アンケート（2012） 
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し、中学校では 42.6％であるなど小・中学校では学習指導に対する教職員の意識に違

いがあることがわかります。各中学校区においては、小・中学校間のこの差の要因を分

析し、それぞれの段階で学習指導において重要視すべきことや小・中学校で共通して取

り組むべきことについて共通理解を図り、一貫した学習指導が行われるよう工夫するこ

とが求められています。 

 

３． 家庭・地域の実態と役割 

浦安市の保護者の意識調査（2013 年）では、「授業参観や保護者会などへ参加する」 

という項目に「している」（『進んでしている』・『できる限りしている』）と回答した保 

護者は、小・中学校ともに約９割となっており、保護者の学校教育への関心の高さが 

うかがえます。また、「近所の子どもたちへの挨拶や言葉かけをする」という項目につ 

いても小学校では約９割、中学校では約８割の保護者が「している」と回答していま 

す。 

一方で、『近所の子どもたちの悪い行いを叱る』という項目に「している」と回答し 

た保護者は小・中学校ともに低い傾向にあります。浦安市においても尐子化や核家族 

化が進む中、子どもたちを地域ぐるみで育てていく環境づくりは喫緊の課題となって 

います。浦安市ではこれまでも、地域のボランティアによる子どもの登下校時の見守 

りや学校の環境整備、学習支援など様々な分野で支援をいただいています。今後は、 

こうした地域の方々と子どもが豊かにかかわる機会の拡充に努めていきます。 

浦安市では、子どもの生活基盤である中学校区を一つの「地域コミュニティー」と 

して捉え、一人一人の子どもの就学前から義務教育９年間を通して地域ぐるみではぐ 

くんでいきます。各中学校区では、「就学前から義務教育を通して育てたい力」を地域 

にも発信し、共有して地域ぐるみで子どもたちをはぐくむ基盤を構築していきます。 

小中連携・一貫教育は学校と家庭が連携しともに進めていくことも不可欠です。 

前出の保護者の意識調査（2013 年）では、「子どもに対する接し方、しつけの仕方」

では、『規則正しい生活習慣をつける』の項目に「とても心がけている」と回答した保

護者は、小学校で 40.2％に対し、中学校では 27.2％、『気持ちのよい挨拶をさせる』と

いう項目については、小学校で 55.4％に対し、中学校で 42.4％といずれも減尐してい

るという結果となりました。これは、小学生と中学生では発達の特徴から保護者のかか

わり方にも違いがでてくることが一つの要因として考えられますが家庭においても基

本的な生活習慣や学習習慣を就学前から義務教育９年間を見通してはくぐんでいくと

いう目的を学校と共有し、家庭の役割を果たしていくことが求められています。 
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子どもの成長過程においては、個人差はあるものの多くの子どもに共通してみられる発 

達段階ごとの特徴があります。 

就学前から義務教育９年間を見通した教育を行うにあたっては、園児、児童・生徒の発

達段階ごとの特徴を理解した上で、学習指導や生徒指導を行うことが大切となります。 

また最近、小学校への入学時や中学校への進学という異校種間の接続の時期においては

学習や生活に大きな変化が見られることから、不安感の増加や意欲の減退などの諸問題が

喫緊の課題となっています。 

そこで浦安市では、子どもの発達段階の特徴を踏まえ、図２のように就学前から義務教

育９年間を前期（就学前・小１～小４）・中期（小５～中１）・後期（中２～中３）という

区分において子どもを見取り、それぞれの発達段階の特徴を踏まえた教育活動を実践する

こととしました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜図２ 浦安市における子どもの発達の区分＞ 

 
１． 発達の区分と特徴 
（１）就学前（５歳児） 

就学期を迎えるころの５歳児は、園生活の中でしなければならないことがわかり、 

自分からしようとする気持ちをもって取り組むようになります。また、園生活に見通 

しをもち、係や当番活動、手伝いなど進んで行動できるようになります。 

運動機能も、多様な動きができるようになり、個々のめあてに向かって縄跳びや鉄

棒など、あきらめずに繰り返し取り組みます。遊びもルールのある遊びを好み、友達

と互いに協力し合ったり、意見を出し合ったりして遊びを進めるようになります。 

前 期 

中 期 

後 期 

◆自己有用感が強い。 
◇人間関係の基礎とな
る資質・能力の定着 

◇学習習慣の基礎をは
ぐくむ。 

◆自他の違いを認め 
 受け入れられる。 
 自分らしく生きる。 
 
◇人間関係の充実 
◇学習習慣の確立 

◆他人を意識し始め、
理想と現実とのギ
ャップを感じる。 

◇豊かな人間関係の
育成 

◇自律的な学習習慣
への移行 

○学習習慣の基礎をはぐ

くむ。 
 小５ 中２ 中３ 

○就学前（保育・幼稚園５歳児） 
●前期（小学校１～４年生） 
●中期（小学校５～中学校１年生） 
●後期（中学校２～３年生） 

小６ 中１ 

◆発達の特徴 ◇育てたい力 

◆自己有用感を
持つ 

◇人とかかわる
力の基礎 

◇学びの芽生え 

就学前 

 ５歳児   小１ 小２ 小３ 小４ 

Ⅳ．子どもの発達の特徴と幼保・小、小・中の滑らかな接続 
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字や数にも興味をもち、かるた、トランプ、すごろくなど読んだり書いたり数を数え 

たりすることを楽しむ姿が見られます。 

友達関係では、遊びによってかかわる幼児が変わりその中で相手の良さがわかって

きたり、相手のことを理解して認めたり受け入れたりしながら友達とかかわっていき、

他者への思いやりの心が育ちます。 

このころには、共通の課題に向かって学級全体やグループで話し合い、意見を出し

たり友達の考えを聞いたりして活動を進め、満足感をもつと同時に自信をもって動け

るようになります。 

 

（２）前期（小学校１年生から４年生） 

前期の初期である小学校低学年では自己有用感がとても強く、理想の自分と現実の 

自分を重ね合わせる傾向があります。活動意欲もたいへん高く、愛情を持って接して 

くれる大人の言葉かけ等で自己肯定感が大きくはぐくまれていきます。 

 

（３）中期（小学校５年生から中学校１年生） 

この時期には保護者等への依存から、友人等への依存へと変わっていくとともに、

他人を意識しはじめ、理想と現実とのギャップを感じていきます。学習においても自

分を客観視し他人の目を意識する傾向が強まることから、挑戦意欲や学習意欲もやや

低下します。 

 

（４）後期（中学校２年生から３年生） 

この頃から自他の違いを認め、受け入れられるようになり自己選択や自己決定、自

己表現の力がはぐくまれ、自分の立場や他者への影響を考えながら判断したり感情を

コントロールしたりできるようになってきます。 

 

２． 就学前から小学校への滑らかな接続のために  

義務教育９年間を見通した教育では、保育園・幼稚園から小学校への滑らかな接続も 

重要な要素となります。そこで、本市の小中連携・一貫教育は、「就学前から」義務教 

育９年間を見通した教育活動の展開を図ります。 

入学前の時期にある子どもは自己有用感が高く、どんなことにも意欲的です。また、

保育園や幼稚園では最年長として自分より年下の子どもの面倒を見たり、リーダーとし

て活躍したりする経験をしています。 

小学校では、こうした入学時の児童の発達の特徴や保育園・幼稚園で経験してきたこ

とを理解するとともに、この時期の児童の思いや願いに寄り添いながら学習や生活の指

導や支援をすることが大切です。たとえば、小学校生活に大きな期待と自信を持って入

学してきた児童に対して小学校入学と同時に最年尐扱いをしたり、保育園・幼稚園で遊

びを通して学んできたことより後退した内容を取り入れたりすることは避けなければ
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なりません。 

保育園・幼稚園から小学校へと滑らかに接続させるためには、「アプローチカリキュ

ラム」と「スタートカリキュラム」の活用がたいへん効果的です。 

 

（１）  アプローチカリキュラムとスタートカリキュラム 

幼児期から児童期にかけては、学びの芽生えと小学校以降の学びの調和のとれた教

育を展開することが必要です。 

たとえば、保育園や幼稚園では、調べる、比べる、尋ねる、協同するなどの様々な

手法を組み合わせて楽しみながら課題を見いだし解決する取組を通じて、学びの芽生

えから学ぶ意識へとつながっていくよう、学びの芽生えのための活動を展開すること

が求められます。このようなねらいに基づいて編成されるカリキュラムが「アプロー

チカリキュラム」です。 

   一方、小学校の教育においては、学びの確立を図るとともに、楽しいことや好きな

ことに没頭する中で生じた驚きや発見を大切にし、学ぶ意欲を育てる活動を適宜取り

入れることが大切です。浦安市ではこうしたねらいに基づいて編成したカリキュラム

を「スタートカリキュラム」としています。 

 

（２）  アプローチカリキュラムとスタートカリキュラムの編成 

子どもの発達や学びは連続しているものであり、保育園・幼稚園から小学校への移 

行を円滑にするために、教育課程の編成や指導方法の工夫が必要です。保育園・幼稚 

園では、生活の変化への戸惑いを減らし小学校生活に期待をもつことができるように 

アプローチカリキュラムを作成し、小学校では生活科を中心に、国語、音楽、図画工 

作などの他教科などと合科的・関連的な指導を行うスタートカリキュラムを作成して、 

幼児期と児童期の教育の接続を円滑に進めることが大切です。（スタートカリキュラ 

ムについては、小学校学習指導要領 第１章 総則に示されています。） 

（「幼児期の教育と小学校教育の円滑な接続の在り方について（報告）」より抜粋） 

  

 

 

 

 

 

 

本市においては、これまでに幼・保・小及び小・中学校の異校種間の連携のあり方 

を中心に様々な検証や取組を行ってきました。特に幼保小連携教育では保育園・幼稚 

園と小学校の教職員の情報交換が行われ、モデル地区（日の出地区）においてアプロ 

ーチカリキュラムやスタートカリキュラムが作成されています。 

 

 

アプローチカリキュラム スタートカリキュラム 

＜参考例＞年長児の３学期 
幼稚園 
・学級全体の活動、指導を多く取り入れて 
・準備も力を合わせて、自分たちで 
保育園 
・生活のリズムを合わせて、昼寝をなくす 
・給食の配膳はお盆を使って 

＜参考例＞1 年生の入学期 
小学校 
・時間のつなぎ目を弾力的に活用して 
・生活の適応に細やかな配慮をして 
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３．小学校から中学校への滑らかな接続のために 

小学校児童は、５年生頃から変化が顕著に見られるようになります。自分のことをよ 

く分かってくれる保護者等への依存から友人等への依存へと変わっていくとともに、他 

人を意識しはじめ理想と現実とのギャップを感じるようになります。自分を客観視し他 

人の目を意識する傾向が強まることから、学習意欲も低下していく傾向にあります。子 

どもたちのこのような不安定な状況が「中１ギャップ」の要因の一つになっているとも 

言われています。 

本市の児童・生徒を対象とした生活実態調査（2012 年）において、「授業理解」の項

目では、小学６年生頃から「よくわかっている」と回答する割合が減尐しています。 

また、「学習に対する意識」では「しようとする気持ちがおきない」「上手な仕方がわ

からない」と回答する児童の割合は学年が上がるにつれて増えており、中学生は小学生

に比べ高くなっています。 

さらに「自尊感情」の項目においては、自分のことが「とても好き」や、自分には「良

いところがある」と回答する割合が小学６年生頃から中学２年生まで減尐しています。 

そこで本市においては、こうした傾向が顕著となって現れる小学６年生の前の学年か

らの指導が重要となるため、小学５年生から中学１年生までの子どもたちの発達を一つ

の区分（中期）としてとらえました。 

この時期の児童・生徒の指導にあたっては、小・中学校の教職員がより連携を密にし

ながら指導することが大切です。 

たとえば、小学校高学年での一部教科担任制や相互の授業参観を行い、それぞれの授

業形態や学習内容について理解するとともに、生活指導や生徒指導に関する情報交換を

行うことで、小学校から中学校への接続の時期の指導に関して配慮しなければならない

ことが明らかになり、小学校から中学校への滑らかな接続につながります。 
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１．推進のスケジュール 

平成２５年度は、浦安市における小中連携・一貫教育の趣旨や効果等について教職 

員及び保護者、地域への周知を図りました。 

平成２６年度からは、義務教育９年間を見通した外国語活動・外国語科の実施に加え、 

全中学校区において中学校区の実態に即して設定した、重点目標達成のための具体的な 

取組を明確にして実践します。 

 

（１） 重点目標の設定 

平成２５年度に各中学校区の重点目標を設定しました。 

    今後は、平成２８年度を目途に、中学校区ごとに「学びの連続性を重視した学習指

導」と「系統的・継続的な生徒指導」を実現させるための取組を実践していきます。 

 

（２） 本年度からの実践 

   平成２６年度も引き続き、本市における小中連携・一貫教育の趣旨や効果等につい

て校長会研修会、園長研修会、教頭会研修会、幼稚園主任研修会、教務主任研修会に

加え、研究主任研修会、２，３年目研修など既存の研修会の場を活用して周知すると

ともに、こうした研修会においても中学校区を単位とした教職員の情報交換等の場を

積極的に設定していきます。 

   各中学校区においては、校内研修や小・中学校の教職員の情報交換等の場面で研修

の成果や概要版を有効に活用し、それぞれの中学校区の実態に応じた小中連携・一貫

教育のあり方を検討していきます。 

また、本年度より毎年８月に「うらやす幼・保・小・中連携の日」を設定し、中学 

校区ごとに創意工夫を生かした取組を行い、連携をより一層深めていきます。 

 

（３） 推進のための条件整備 

推進のための条件整備については、今後、教育委員会において教職員の人的配置に 

ついて、その必要性や有効性を検討します。また相互の授業参観や情報交換を円滑に

行うための教育課程の工夫等についても先進事例の調査を進め、資料として提供でき

るようにするとともに推進中学校区及び推進校を指定し、成果について市全体で共有

できるようにします。 

    カリキュラム指針については、平成２６年度から完全実施とし各中学校区において

実態等を踏まえた見直し・修正を図っていきます。 

 

 

Ⅴ．小中連携・一貫教育の推進計画と進捗管理 
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２．進捗管理 

小中連携・一貫教育を推進するにあたっては、定期的・計画的な進捗管理が重要です。 

進捗管理は、中学校区で設定した重点目標や具体的な取組について振り返りを行い、 

必要に応じて見直しを図るなど実践に即して行います。 

振り返りの際には、幼稚園・保育園、小・中学校の教職員の意見に加え児童・生徒の 

変容や、保護者の意見を反映するなど多角的に行うことが大切です。また、振り返りに 

あたっては学校評価の際の保護者や子どもへのアンケートを活用することも一つの方 

法です。 

教育委員会では、各学校で行われた学校評価の結果や、毎年実施している学力調査、 

  生活実態調査の結果、さらに教育ビジョンの評価等を有機的に関連付けながら進捗管理 

   を行っていきます。 

  

 

 

 

 


